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202５年度職員定数・当初予算記者発表
国際園芸博・児相対応に大幅増員
4条任期付職員も10名の定員増
自治労県職労は今後も定数配置をしっかり検証するとともに、欠員の早期解消を求めていきます！
黒岩知事は2月７日、来年度予算案の概要と人員定数を発表しました。（局別職員定数は裏面）
知事部局の配分定数は、増員165人、減員77人のトータル88人の増となりました。
定数配置については、特に人員不足が深刻な児童虐待対応、児相一時保護所の体制強化のほか、国際園芸博開催の体制強化で大幅な定数増が行われました。また、男性の育休取得の促進等を目的に前年度導入された、4条任期付職員が10名措置されたことは評価できます。
一方で、現在全庁で約500名の欠員が生じており、業務負担増を訴える現場の声は大きくなる一方です。
自治労県職労は、今回の定数配置をしっかりと検証し、必要な人員を今後も求めていくとともに、欠員の早期解消を当局に求めていきます。
会計年度任用職員の再度任用上限撤廃は継続協議
～早期の撤廃をめざします！

会計年度任用職員の「再採用は２回」という更新上限問題について、県労連は１月28日（注）に話し合い、当局は来年度任用における上限撤廃を見送るとともに、再来年度以降の任用のあり方については
改めて調査を行った上で検討するとしました。
席上、人事課担当は「上限を撤廃することで任用事務の負担軽減等につながる可能性がある一方、会計年度任用職員として働いてみたいと思う方の雇用の機会を狭めてしまう恐れがある等の理由」から、「上限回数の撤廃については慎重に検討する必要がある。」と説明しましたが、到底納得はできません。

そもそも、国が更新上限を撤廃する通知を出したのは昨年の6月末であり、調査の時間は十分にあったはずです。この間いったい何を「慎重に検討」してきたのでしょうか。また、あたかも更新上限の撤廃が「平等取扱や成績主義を損なう」かのように論理をすり替えていますが、真に新たな人材を必要とする所属が、こうした原則に基づき公募を行うことを私たちは一切否定していません。ただ、業務経験者と未経験の応募者が同じ面接に臨んだ場合、どちらの能力が評価されると考えるのが自然か、理解できない(しようとしない)ことが不思議でなりません。
　これから年度末にかけて、多くの所属が採用業務に忙殺されることになります、こうした業務負担に思いをはせず、形ばかりの原則にこだわり問題を放置した人事課の責任は重いと言わざるを得ません。

（注）本件については、当局から情宣可能日を2月10日以降としてほしい旨申入れがあったことから、本日のお知らせとなりました。
２０２５年度配分定数増減の主な要素（知事部局）
	増員
	165
	減員
	77

	平塚合庁等の再整備対応
	2
	未病産業研究会見直し
	1

	電話設備更新対応
	4
	個人住民税対策見直し
	4

	かながわチャレンジオフィスの拡充
	5
	高圧ｶﾞｽ保安法業務移譲
	5

	防災ヘリ導入準備
	2
	かながわDMO業務移管
	2

	県民ホールの再整備対応
	2
	さがみ緑風園規模見直し
	8

	かながわＤＭＯへの派遣
	2
	新型コロナ対策見直し
	21

	国際園芸博開催体制強化
	13
	リニア用地取得業務縮小
	4

	災害時の福祉支援体制強化
	5
	その他業務見直し
	32

	独法化に向けた体制強化
	7
	盛土規正法施行体制強化
	12

	児童虐待対応の体制強化
	31
	建築基準法等の規制強化
	3

	児相一時保護所の体制強化
	10
	津久井ほ場整備事業対応
	2

	当事者目線の精神医療推進
	2
	その他業務増
	47

	精神保健福祉業務体制強化
	2
	４条任期付職員の増
	10

	労働力不足対策の対応強化
	4
	配置定数増
	88


２０２５年度部局別職員定数
	部局
	増　　要　　素
	減　　要　　素
	増減

	
	内　　　容
	増数
	内　　　容
	減数
	定　数
（昨年）

	県政Ｃ
	
	＋３
	
	０
	＋３

	
	・津久井ほ場整備事業対応
・その他業務増
	２
１
	
	０
	４１７
（414）

	政策局
	
	＋７
	
	△５
	＋２

	
	・平塚合同庁舎等の再整備対応
・その他業務増
・業務増・育休等対応の任期付職員
	２
４
１
	・未病産業研究会業務の見直し
・その他業務見直し等
	△１
△４
	４８６
（484）

	総務局
	
	＋１７
	
	△７
	＋１０

	
	・電話設備更新対応
・かながわチャレンジオフィスの拡充
・その他業務増
・業務増・育休等対応の任期付職員
	４
５
６
２
	・個人住民税対策業務の見直し
・その他業務見直し等
・県土整備局へ移管
	△４
△２
△１
	１，２２８
（1,218）

	くらし安全防災局
	
	＋３
	
	△６
	△３

	
	・防災ヘリ導入準備
・その他業務増
	２
１
	・高圧ガス保安法に係る指定都市への許認可業務の権限移譲
・その他業務見直し等
	△５
△１
	１９３
（196）

	文化スポーツ観光局
	
	＋７
	
	△４
	＋３

	
	・県民ホールの再整備対応
・かながわＤＭＯへの派遣
・その他業務増
	２
２
３
	・かながわＤＭＯへの業務移管
・その他業務見直し等
	△２
△２
	２１９
（216）

	環境農政局
	
	＋１７
	
	０
	＋１７

	
	・国際園芸博覧会開催準備体制の強化
・その他業務増
・業務増・育休等対応の任期付職員
	１３
３
１
	
	０
	９２４
（907）

	福祉子どもみらい局
	
	＋６７
	
	△１２
	＋５５

	
	・災害時における福祉支援体制の強化
・独立行政法人化に向けた体制の強化
・児童虐待対応の体制強化
・児童相談所一時保護所の体制強化
・その他業務増
・業務増・育休等対応の任期付職員
	５
７
３１
１０
１２
２
	・さがみ緑風園の施設規模見直し
・新型コロナウイルス感染症対策の見直し
・その他業務見直し等
	△８
△２
△２
	１，４０７
（1,352）

	健康医療局
	
	＋１０
	
	△２１
	△１１

	
	・当事者目線の精神科医療の推進
・精神保健福祉業務の体制強化
・その他業務増
・業務増・育休等対応の任期付職員
	２
２
５
１
	・新型コロナウイルス感染症対策の見直し
・その他業務見直し等
	△１８
△３
	1， １０６
（1,117）

	部局
	増　　要　　素
	減　　要　　素
	増減

	
	内　　　容
	増数
	内　　　容
	減数
	定　数

（昨年）

	産業労働局
	
	＋７
	
	△４
	＋３

	
	・労働力不足対策の対応強化
・その他業務増
	４
３

	・新型コロナウイルス感染症対策の見直し
・その他業務見直し等
	△１
△３
	４９１

（488）

	県土整備局
	
	＋２６
	
	△１８
	＋８

	
	・盛土規制法施行に伴う体制強化
・建築基準法及び建築物省エネ法の規制強化対応
・その他業務増
・業務増・育休等対応の任期付職員
・総務局から移管
	１２
３
８
２
１
	・リニア中央新幹線の用地取得業務の縮小
・その他業務見直し等
	△４
△１４
	１,２８７
（1,279）

	会計局
	
	＋２
	
	△１
	＋１

	
	・その他業務増
・業務増・育休等対応の任期付職員
	１
１
	・その他業務見直し等
	△１
	７６
（75）

	
	
	
	知事部局計
	＋８８

	
	
	
	
	７，８８４
（7,796）

	教　育　局
	
	＋３５
	
	△４
	＋３１

	
	・オフィス改善業務対応
・校務DX・ICT関連業務の加速化等に係る体制の強化
・障害者雇用推進体制の強化
・財務事務関連業務に係る体制の強化
・奨学金貸付償還システム再構築対応
・施設整備等に係る体制強化
・教員の働き方改革推進体制の強化

・全国高等学校総合体育大会開催に係る準備体制の強化
・生徒指導・教育相談体制の強化
・その他業務増
・業務増・育休等対応の任期付職員
	１
２
４
１
１
２
５
６
１
１１
１
	・新まなびや計画の空調設備の対応終了に伴う減
・教職員人事管理システムの対応終了に伴う減

・その他の業務見直し
	△１

△１
△２
	８３３
（802）

	議会事務局、人事委員会事務局、監査事務局、労働委員会事務局、選挙管理委員会、漁業調整委員会事務局
	増減なし


[image: image1.emf]採用（名簿登載者数）［令和７年２月６日現在］

　定年退職 １１３名　 　Ⅰ種 ４１２名　免許資格職 １８１名　

　２号勧奨 　５３名　 　Ⅲ種 ２５名　　（福祉職 １２７名）

　中途採用 ９０名　　（福祉職

（児童心理）

９名）

　経験者採用 ３３名　　（管理栄養士 ３名）

　（土　　木 ２名）　（薬剤師 ６名）

　対象者 　　１１２名 　（農業技術 １名）　（獣医師 ８名）

　応募者 　　　９８名 　（森　　林 ２名）　（保健師 ６名）

　（フルタイム 　　９８名） 　（建　　築 ３名）　（司書Ａ １１名）

　（短　時　間　　　０名） 　（電　　気 ２名）　（栄養士 １１名）

　（保  健  師 ６名）

　（獣医師

(生活衛生のみ)

３名）

　（福祉職 １４名）

退職（知事部局・労働委員会）

＜退職・採用の状況＞



暫定再任用

（知事部局・労働委員会）

定年前再任用

（知事部局） 

１１名


